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「平成24年度電波の利用状況調査」の概要

（１）目 的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数帯ごと
に、おおむね３年を周期として電波の利用状況を調査、電波の有効利用の程度を評
価する。

この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。

（各周波数区分毎の合算値）

（２）根拠条文： 電波法第26条の２

（３）調査対象： 平成24年３月１日現在において、3.4GHzを超える周波数を利用する無線局

（４）調査対象： 無線局数 北海道：約14.6千局（全国比：10.5%） 全国：約13.9万局
免許人数 北海道：約7千人（全国比：14.0%） 全国：約49.9千人

（５）調査事項： 免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の導入予定、
他の電気通信手段への代替可能性 等

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析

（６）調査方法： 全国11の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施

② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入予定等を質問

し、その回答を集計・分析

＊複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数・免許人数より多い。

２

（７）意見募集： 平成25年5月11日から同月31日までの間、調査結果公表及び評価結果案の意見募集

（NTTドコモ、ソフトバンクグループ等５件の意見提出あり。）



調査結果及び評価結果のポイント （3.4GHｚ超の周波数区分全体）
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平成21年度 2298 10518 14821 54482 19007 21718 1695 7039 4588 136166
平成24年度 1693 18587 15254 52755 17865 22439 1300 5671 3800 139364
平成24年度の周波

数区分ごとの割合 1.2% 13.3% 10.9% 37.9% 12.8% 16.1% 0.9% 4.1% 2.7% 100.0%

合 計

３

(1) 3.4GHｚ超の周波数全体の無線局数は、平成21年度136，166局から平成24年度139，364局に増加（約2.3％増）しており、その利用も国際的な割当
てと整合がとれている等おおむね適切に利用されている。

(2) 3.4GHｚ超の周波数帯は、船舶無線航行レーダー等に多く利用されている「8.5GHz超10.25GHｚ以下」の周波数を利用している無線局数の割合が約
40％と最も高く、その傾向は平成21年度調査時と同様である。

(3) 第4世代移動通信システムの導入が今後予定されている周波数のうち、3，456-3，600MHｚについては平成24年11月30日までに6，870-7，125MHz
等への移行が完了しているが、3，400-3，456MHｚ帯については平成21年度と比較すると減少しているものの、まだ相当数の放送事業用無線局があ
るため、第4世代移動通信システムの需要動向を踏まえて最終の周波数使用期限を設定する等、第4世代移動通信システムの導入に向けた環境整
備を早急かつ着実に進めていく必要がある。

(4) 地域的に見ると、北海道と沖縄の無線局数の増加傾向が大きく、これは、5GHz帯無線アクセスシステムの無線局数の増加によるものである。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成21年度 12,574 12,389 34,883 3,296 3,134 12,180 14,894 12,020 9,318 18,785 2,693

平成24年度 14,648 10,889 34,448 3,425 2,944 12,524 14,211 12,155 10,121 19,323 4,676
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調査結果及び北海道の評価結果 （3.4－4.4GHｚ帯）
４

総 合 評 価

本周波数帯区分の利用状況については、3,400-3,456MHz 帯の放送事業用無線局が65.2％、4,200-4,400MHz 帯の航空
機電波高度計が28.3％を占めているが、将来は第4世代移動通信システムが中心となると考えられる。第4 世代移動通信
システム用の周波数としては、既に特定されている3.4-3.6GHz 帯の200MHz 幅に加え、WRC-15 において3.6-4.2GHz 帯
の600MHz 幅の追加分配が検討されることとなっており、当該周波数帯の既存局の周波数移行を着実に実施し、第4 世代
移動通信システム用の周波数を確保する必要がある。

追加分配の候補周波数帯となっている3.6-4.2GHz 帯については、これまで同帯域を利用していた4GHz 帯電気通信業
務用固定無線システムが平成24 年11 月30 日までに他の周波数帯への移行又は光ファイバへの代替を完了している。ま
た、平成27 年度からの導入が予定されている3.4-3.6GHz 帯のうち、3,456-3,600MHz 帯については、これまで同帯域を利
用していた映像STL/TTL/TSL（A バンド）が平成24 年11 月30 日までに他の周波数帯への移行を完了している。3,400-
3,456MHz 帯については、放送監視制御（S バンド）及び3.4GHz 帯音声STL/TTL/TSL が使用しており、それらの無線局
数を平成21 年度調査時と今回の調査時で比較してみると、放送監視制御（S バンド）及び3.4GHz 帯音声STL/TTL/TSL 
がともに変化せずそれぞれ16 局及び14 局と、まだ相当数の無線局が残っている。

また、第4 世代移動通信システムの技術的条件については情報通信審議会で議論されているところであるが、3.4-
4.2GHz 帯の衛星ダウンリンクとの周波数共用について検討を進めていく必要がある。

北海道管内



調査結果及び北海道の評価結果 （4.4－5.85GHｚ帯）
５

北海道管内

総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については、5GHz 帯無線アクセスシステム（登録局）（4.9-5.0GHz）及び5GHz 帯無線アクセス
システム（登録局）（5.03-5.091GHz）の無線局が94.2％を占め、次いで5GHz 帯アマチュアが2.9％、DSRC（狭域通信）が
2.5％を占め、この3 つのシステムで99.6％を占めている。国際的な周波数割当てとも整合がとれており、適切に利用され
ていると言える。

将来の第4世代移動通信システムの候補周波数帯とされている4.4-4.9GHz帯については、これまで同帯域を使用してい
た5GHz 帯電気通信業務用固定無線システムは、北海道管内では他の周波数帯への移行又は光ファイバでの代替を完
了させている。

5GHz 帯無線アクセスシステムについては全国で1 万局以上が利用され、北海道管内では全国の局数の34.6％を占める
約3,800 局が利用されている。平成24 年3 月、MLSの国内導入状況をみて、5.03-5.091GHz 帯の使用期限を平成29 年11 
月30 日までに延長したことから、今後さらに普及が進むことが想定される。また同じ5GHz 帯を使用する5GHz 帯小電力無
線システム（免許不要）については、平成20～23 年の3 ヵ年における全国での出荷台数が約4,800 万台に上るなど、今後
も5GHz 帯を利用したデータ伝送システムの需要が増加すると考えられることから、5GHz 帯気象レーダー及び5GHz帯空
港気象レーダーを、5,250-5,350MHz 帯から5,327.5-5,372.5MHz 帯又は9GHz 帯への周波数移行を着実に進めていくこと
が必要である。



調査結果及び北海道の評価結果 （5.85－8.5GHｚ帯）
６

総 合 評 価

本周波数帯区分の利用状況については、映像FPU（B バンド、C バンド及びD バンド）が45.3％を占め、また6.5GHz 帯
/7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）が47.2％を占めており、これらで全体の92.5％を占めている。デジタ
ル技術等の周波数有効利用技術の導入率も高く、適切に利用されていると言える。

本周波数区分は、映像・音声STL/TTL/TSL 等の放送事業用無線局や電気通信業務用固定無線システムに使用されている。
また、放送事業用無線局が固定業務で使用している周波数帯のうち、C バンド及びD バンドは、平成24 年7 月25 日から電
気通信業務用にも使用可能となっている。本周波数区分の無線局数は、平成21 年度調査時と比較すると約33 局増加して
おり、今後も3.4GHz 帯放送事業用無線局の受入れ先として無線局数の増加が想定されることから、周波数利用効率を更

に高めていくことが期待される。

北海道管内



調査結果及び北海道の評価結果 （8.5－10.25GHｚ帯）
７

北海道管内

総 合 評 価

本周波数区分は、主に船舶航行用レーダー、SART（捜索救助用レーダートランスポンダ）に利用されており、この2 つの

システムで無線局数の98.1％を占めている。国際的な周波数割当てとも整合がとれており、適切に利用されていると言える。

本周波数区分を利用する気象レーダーについては、5GHz 帯気象レーダーの受入れ先としての役割も期待されている。

また、9GHz 帯気象レーダーの設置に当たっては、BS/CS放送受信設備に対してイメージ混信を与える可能性もあること

から、十分配慮することが必要である。



調査結果及び北海道の評価結果 （10.25－13.25GHｚ帯）
８

総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については、11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）の無線局が61.0％を占め、次いで
12GHz 帯公共・一般業務（中継系・エントランス）が9.7％、映像FPU（E バンド）が8.6％を占めている。国際的な周波数割当
てとも整合がとれており、適切に利用されていると言える。

放送事業用無線局の多くはデジタル化技術を導入済み又は導入中であるが、今後もデジタル化を促進して放送事業用無
線局の有効利用を図っていくことが望ましい。

11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）については、平成21 年度調査時と比較すると無線局数が減少しているが、
15GHz 帯及び18GHz 帯では増加傾向が見られる。15GHz 帯、18GHz 帯及び22GHz 帯の及びの電気通信業務用固定局と
併せて、引き続き今後の動向を確認していくことが望ましい。

北海道管内



調査結果及び北海道の評価結果 （13.25－21.2GHｚ帯）
９

北海道管内

総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については、18GHz帯電気通信業務（エントランス）が43.7％を占め、次いで15GHz 帯電気通信
業務（中継系・エントランス）が31.8％、衛星アップリンク（Ku バンド）が11.6％となっており、これら3 つのシステムで本周波
数区分の無線局の87.1％を占めている。デジタル技術等の周波数有効利用技術の導入率が高く、国際的な周波数割当て
とも整合がとれており、適切に利用されていると言える。

衛星アップリンク（Ku バンド）は全国での11,794 局のうち道内では82 局とその占める割合が少ない。また、衛星通信系シ

ステムについては、飛行機内・船舶上でのブロードバンドサービスなど需要の拡大が期待されていることから、衛星中継器
の運用等も含めて、引き続き効率の良い周波数利用を図っていくことが望ましい。
15GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）は、平成21 年度調査時と比較すると全国的には無線局数は微減してい

るが北海道管内では微増している。また、18GHz帯電気通信業務（エントランス）については全国的に増加しており、北海
道管内でも同様に増加している。11GHz 帯及び22GHz 帯の電気通信業務用固定局と併せて、引き続き今後の動向を確認

していくことが望ましい。



調査結果及び北海道の評価結果 （21.2－23.6GHｚ帯）
１０

総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については、22GHz 帯広帯域加入者無線・22GHz 帯加入者系無線アクセスが57.1％を占め、次いで22GHz 帯電
気通信業務（中継系・エントランス）が28.6％、有線テレビジョン放送事業用（固定）が14.3％となっており、これら3 つのシステムで本周波数区
分全てを占めているが、22GHz 帯広帯域加入者無線・22GHz 帯加入者系無線アクセス及び22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）
は、平成21 年度調査時と比較すると無線局数が大幅に減少している。デジタル技術等の周波数有効利用技術の導入率が高く、国際的な周
波数割当てとも整合がとれており、適切に利用されていると言える。

22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）については、平成21 年度調査時と比較すると減少しているが、15GHz 帯及び18GHz 帯電気
通信業務（エントランス）では増加傾向が見られる。11GHz 帯、15GHz 帯及び18GHz 帯の電気通信業務用固定局と併せて、引き続き今後の
動向を確認していくことが望ましい。

UWB レーダーシステムについては、平成22 年4 月に制度化されてから平成23 年度の全国での出荷台数は85 台となっている。本システム
の使用周波数帯（22-29GHz 帯）のうち、22-24.25GHz の使用は平成28年12 月31日までとされており、24.25-29GHz 帯の使用についても、他
システムとの干渉検討において、UWB レーダーの許容普及率（日本国内の自動車保有台数のうちUWB レーダーが搭載された車両の割合の
上限値）が7％以下との前提で共用可能としていることから、今後も出荷台数を継続的に把握していく必要がある。また、本システムは将来的
には平成24 年12 月に制度化された79GHz帯高分解能レーダーへ移行することも想定されることから、79GHz 帯高分解能レーダーと併せて
出荷台数を把握していくことが望ましい。

スーパーハイビジョン（8K）については、アップリンク用周波数として想定されている周波数帯がWRC-12 において100MHz 幅が追加分配さ
れ、アップリンク・ダウンリンクともに600MHz 幅の周波数帯が確保されたところである。21.4-22.0GHz（ダウンリンク）/24.65-25.25GHz（アップ
リンク）を候補周波数帯として、導入に向けた検討を継続していくことが望ましい。

北海道管内



調査結果及び北海道の評価結果 （23.6 －36GHｚ帯）
１１

総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については24GHz 帯アマチュアが34.9%を占め、次いで速度測定用等レーダーが33.6%、26GHz 帯加入者系
無線アクセスシステムが27.4%となっており、これら3 つのシステムで本周波数区分の無線局の95.9%を占めている。また、全国における
本周波数区分の北海道が占める無線局数の比率は、2.6%と低い。これは26GHz 帯加入者系無線アクセスシステムの無線局数が少な
いことに伴うものである。本周波数区分においては、26GHz 帯加入者系無線アクセスシステムの無線局数の増減が全体に大きく影響
を与えている。24GHz 帯アマチュアの無線局数については、ほぼ横ばいで推移している。

24GHz 帯特定小電力機器（移動体検知センサ）の3 ヵ年の全国での出荷台数については、10GHz 帯特定小電力機器の無線局数が
増加している中、約50 万台から約10 万台へと大きく減少している。24GHz 帯のニーズが低くなってきているとも考えられるが、10GHz 
帯特定小電力機器と併せて、今後も継続して出荷台数の動向を把握していくことが望ましい。

UWB レーダーシステムについては、平成22 年4 月に制度化されてから平成23 年度の全国での出荷台数は85 台となっている。本シ
ステムの使用周波数帯（22-29GHz 帯）のうち、22-24.25GHz の使用は平成28 年12 月31 日までとされており、24.25-29GHz 帯の使用
についても、他システムとの干渉検討において、UWB レーダーシステムの許容普及率が7%以下との前提で共用可能としていることから、
今後も出荷台数を継続的に把握していく必要がある。また、本システムは将来的には平成24 年12 月に制度化された79GHz 帯高分解
能レーダーへ移行することも想定されることから、79GHz 帯高分解能レーダーと併せて出荷台数を把握していくことが望ましい。
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調査結果及び北海道の評価結果 （36GHｚ超）
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総 合 評 価

本周波数区分の利用状況については、50GHz 帯簡易無線が52.1％を占め、次いで40GHz 帯画像伝送（公共業務用）が19.6％、
47GHz 帯アマチュアが18.0％を占めており、これら3 つのシステムで本周波数区分の無線局の89.7％を占めている。本周波数区分の無
線局数については、平成21 年度調査時の252 局から194 局へと減少しているが、これは50GHz 帯簡易無線の無線局数の減少による
ものであり、他システムの無線局数については、ほぼ横ばいで推移している。

40GHz 帯PHS エントランスについては、平成21 年度調査時から引き続いて無線局数は0局となって今後の新たな需要は見込めない
ことから、廃止することが適当である。周波数帯については、ミリ波帯列車、航空無線システムなど新たなシステムのための周波数とし
て留保することが適当である。

79GHz 帯高分解能レーダーについては、平成24 年12 月に制度整備が行われ、今後無線局数（出荷台数）が増加していくものと考え
られるが、将来的にはUWB レーダーシステムからの移行も想定されることから、UWB レーダーシステムと併せて出荷台数を把握してく
ことが望ましい。また、77-81GHz の4GHz 幅を使用可能とするため、77.5-78GHz帯が無線標定業務に国際分配されるようWRC-15 に
向けて取り組んでいく必要がある。

120GHz 帯ハイビジョン伝送システムについては、これまでの検討を踏まえ、今後更に技術的検討を進めていくことが適当であるが、
必要な周波数帯域（116-134GHz）が移動業務に国際分配されるよう、将来のWRC に向けて取り組んでいく必要がある。
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「平成24年度電波の利用状況調査」の対象周波数帯の使用状況 ①

平成24年12月現在

アマ
チュア

無線アクセス

自動着陸誘導システム（MLS）

航空無線航行
（電波高度計等）

無線LAN 各種レーダー 電通業務（固定） 放送事業
（固定・移動）

固定衛星↓
プランバンド

電通業務（固定衛星↑）

無線LAN
産業科学
医療用
（ISM）

DSRC
等

気象
レーダー

4400

3600

4200

4500

4800
4900

5000

5150

5350

5850
5925

6425

5030

5091

5250

5470

5725
5770

5850
5875

6485

5650

宇宙研究↓

7375

6725

7250

6870

7125

7900

8025

8400

8500

放送事業
（固定・移動）

公共・一般行有無・
放送業務（固定） 公共・一般業務・放送事業（固定） 地球探査衛星↓ 各種レーダー

固定衛星↑
プランバンド

各種レーダー
航空無線

航行（PAR）

電通・公共業務
（固定衛星↑／移動衛星↑）

電通・公共業務
（固定衛星↓・移動衛星↓）

7025

9000

9200

6570
[MHz]

10000
[MHz]

3400

6570

放送事業
（固定・移動）

電通業務（固定衛星↓）

3456

IMTバンド
（第4世代
移動通信
システム）

5372.5

放送事業
（固定・移動）
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「平成24年度電波の利用状況調査」の対象周波数帯の使用状況 ②
平成24年12月現在

公共業務（移動）［4］

10.55
10.5

10.25

10.45

10.68
10.7

11.7

12.2

12.75

12.95

電通業務
（固定衛星↓）

電通業務（固定・移動）
各種

レーダー
各種レーダーBS放送↓ 放送事業

（固定・移動） 電通業務（固定・移動）

アマ
チュア

CS放送↓

BS・CS
フィーダリンク↑

電通業務
（固定衛星↑）

各種レーダー

固定衛星↑
電波天文アマチュア

公共・一般業務（固定）

13.25

12.5

14.4

14.7

14.9

13.9

14.5

14.0

13.75

各種レーダー
電気通信業務等
（固定衛星↓）

電波
天文

各種
レーダー

加入者系無線
アクセスシステム

電気通信業務等（固定衛星↑）

電波
天文

衛星間
通信

衛星間通信BSフィーダリンク↑電波天文

公共業務（移動）

無線アクセスシステム・電通業務（固定）

CATV番組
中継（移動）

衛星放送↓
無線アクセスシステム

17.3

15.4

18.72

15.35

17.7

19.22

19.7

21.2
21.4

22.4

22.0

22.6

22.21

22.5

23.0
23.2

23.55
23.6

24.0
24.05

24.75

25.25

27.0

27.5

各種
レーダー

電波
天文

公共業務
（移動）

放送
事業

（移動）

画像・データ伝送
（特定小電力）

電波
天文

電波
天文

電波
天文

電波天文 電波天文 電波天文

アマチュア アマチュア

電通・公共・一般業務
（固定・移動）

簡易無線アマチュア

放送事業
（移動）

公共・一般業務（固定）

公共・一般業務（移動）

31.5
31.3

36.0

33.4

37.5
38.0
38.5

39.5

41.0

42.0
42.5

45.2

43.5

47.0
47.2

54.25

50.4

51.2

55.78

57.0

79.0

66.0

94.1

116

76.0

78.0

94.0

77.5

164

130

185

134

158.5

182

136

275

200

231.5
241

250
248

39.0

167

自動車レーダー（特定小電力）

15.25
[GHz]

31
[GHz]

3000
[GHz]

10

15.25

31 無線アクセスシステム

エントランス回線
（固定）

広帯域移動アクセスシステム

77.0

CATV番組中継
（固定・移動）

アマチュア

60.0
61.0

放送事業（固定・移動）

71.0

86.0
81.0

電通・公共・一般業務
（固定・移動）

59.0

１４


